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１ 各業務共通事項
\ 事業主等とのネットワークの構築、連携
強化
各地域の事業主及び事業主団体等の関係
機関とのネットワークを構築するととも
に、個々の事業所訪問等に際しては、高齢
者雇用支援業務、障害者雇用支援業務及び
職業訓練業務の各業務に関する情報も併せ
て提供するなどの取組を通じて、各地域に
おける事業主及び事業主団体との連携強化
に努めること。

] 法人統合による業務運営におけるシナ
ジーの一層の発揮に向けた取組
旧高齢・障害者雇用支援機構及び旧雇
用・能力開発機構がこれまで培ってきたノ
ウハウ等を共有・結集し、各支援対象者に
共通する支援技法の検討や、これまでの研
究・開発成果を踏まえた新たな活用方法に
ついての検討など、業務運営面の連携を深
め、組織全体の一体化、活性化を図ること。

２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事
項
\ 高年齢者等の雇用の安定等に資する事業
主等に対して給付金を支給することに関す
る事項
{ 高年齢者等の雇用の安定等を図るた
め、機構が実施する各種給付金支給業務
については、法律の目的にのっとり、適
正かつ効率的な運営を図ること。

| 給付金の効果的活用を図るため、事業
主等に対する積極的な周知・広報を図る
こと。

} 高年齢者等の雇用に関する事業主等へ
の給付金支給については、職業安定機関
との連携、適切な情報提供等により、適
正な支給業務の実施を図ること。
また、適正な審査、調査の実施により、
不正受給を防止するとともに、不正受給
が発生した場合は、的確に対応すること。

] 高年齢者等の雇用に関する技術的事項に
ついて、事業主その他の関係者に対して相
談その他の援助を行うことに関する事項
高年齢者等の安定した雇用の確保、雇用
管理改善等の実施、高年齢者等の多様な就
業ニーズに応じた就業機会の確保を図るた

めに、職業安定機関と連携しつつ、事業主
等に対して必要な支援を実施すること。
{ 高年齢者雇用アドバイザーによる相
談・援助等の実施
「生涯現役社会の実現」に重点を置き、
「希望者全員を対象とする65歳までの継
続雇用制度の導入」、「70歳まで働ける企
業の実現」等に資するため、高年齢者雇
用アドバイザーを活用して、執行の効率
化を図りつつ、機構の蓄積する専門的知
見を基に事業主等に対する高年齢者等の
雇用の技術的問題全般に関する相談・援
助を行い、相談・援助を実施した事業主
等に対して追跡調査を実施し、70％以上
の利用事業主等において、具体的な課題
改善効果が見られるようにすること。
また、職業安定機関からの要請に基づ
く事業所に対する相談・助言を積極的に
実施すること。

| 高年齢者雇用アドバイザーによる支援
の質の向上
高年齢者等の安定した雇用の確保の促
進を図るため、賃金、人事処遇制度等高
年齢者等の雇用を進めていく上での課題
解決に資する実践的手法を開発し、高年
齢者雇用アドバイザーが活用するための
ツールを提供するとともに、高年齢者雇
用アドバイザーの相談・援助スキル、資
質向上のための研修の充実を図ること。

} 効果的な相談・援助の充実
{及び|に加え、人事労務管理や雇用
環境整備に関する給付金の活用を組み合
わせ、高年齢者の多様なニーズに対応し
つつ、その能力を最大限発揮できるよう、
効果的な相談・援助の充実を図ること。

^ 生涯現役社会の実現に向けた気運の醸成
に関する事項
生涯現役社会の実現を目指し、生涯現役
でいることについての意義や重要性などを
広く国民に周知・広報し、生涯現役社会の
実現に向けた国民的な気運を醸成するため
の国民運動を推進すること。
{ 啓発広報活動等の実施
高年齢者等の雇用に関する国民の理解
の促進を図るため、高齢者雇用を支援す
る月間を設け、高年齢者等の雇用に関す

るシンポジウム等の各種行事の開催、好
事例の選定・表彰等を行うとともに、刊
行誌の発行、ホームページへの掲載、マ
スメディア等の活用、経済団体等との連
携により啓発広報活動を効果的かつ積極
的に展開すること。

| 高年齢者等の雇用に係る企業の好事例
の効果的な活用
企業における高年齢者の雇用環境整備
に係る取組を推進するため、高年齢者等
の雇用に係る企業の好事例の効果的な活
用を促進すること。

_ 労働者に対して、その高齢期における職
業生活の設計を行うことを容易にするため
に必要な助言又は指導を行うことに関する
事項
生涯現役社会の実現に向けて労働者が早
い段階から自らの希望と能力に応じた多様
な働き方を選択し、実現できるようにする
ため、職業安定機関等と密接な連携を図り
ながら、高齢期における職業生活の設計の
ための助言、援助を行うこと。

３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
\ 障害者職業センターの設置運営業務の実
施に関する事項
障害者職業センターにおける職業リハビ
リテーションについては、障害者各人の障
害の種類及び程度並びに希望、適性、職業
経験等の条件に応じ、総合的かつ効果的に
実施すること。そのために、各関係機関と
の連携を図るとともに、職業リハビリテー
ションの実施に係る目標を設定し、厳格な
外部評価を実施すること。
・ 障害者職業総合センター（以下「総合
センター」という。）については、職業リ
ハビリテーションの中核的機関としての
機能を最大限発揮すること。
・ 広域障害者職業センター（以下「広域
センター」という。）については、全国の
広範な地域から職業的重度障害者を受け
入れるとともに、地域センターについて
は、各都道府県における中核的な職業リ
ハビリテーション機関として、職業安定
機関、障害者就業・生活支援センター、
就労移行支援事業者、教育機関、医療機

関等とのネットワークを構築し、連携の
強化や各種情報の共有化を図り、職業リ
ハビリテーションに係る人材の育成や関
係機関に対する助言・援助に取り組むこ
と。

{ 職業リハビリテーションの総合的・効
果的な実施
ア 障害者の個々の特性に応じた専門的
支援の実施
・ 地域センターについては、サービ
スを希望する者の就労支援ニーズを
できる限り的確に把握し、第３期中
期目標期間中に延べ147¶000人以上
の障害者に対し、より就職・職場定
着に結びつく効果的な職業リハビリ
テーションサービスを実施するこ
と。
各地域における就労支援機関の状
況を踏まえ、どの地域においても、
適切な職業リハビリテーションを均
等・公平に受けられるようにした上
で、他の機関では支援が困難な障害
者（精神障害者、発達障害者、難病
者等）に対する専門的支援を重点的
に実施すること。このため、職業リ
ハビリテーションの対象となる障害
者のうち、精神障害者を49¶000人以
上、発達障害者を22¶000人以上とす
ること。
なお、メンタルヘルス分野におけ
る医療機関との連携による精神障害
者に対するリワーク・再就職支援を
行うとともに、ニート等の自立支援
機関や教育機関との連携による、発
達障害を有する若者に対する支援の
充実に努めること。
・ 障害者の就労の可能性を高めるた
め、地域センターにおける職業準備
訓練、職業講習の実施により、第３
期中期目標期間中において80％以上
の対象者が就職等に向かう次の段階
（職業紹介、ジョブコーチ支援事業、
職業訓練、職場実習等）に移行でき
るようにすること。
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